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失われた既得権益

　臥薪嘗胆すること70年あまり
と言えば、少々大げさな言い方か
もしれないが、去る５月、国際協
力機構（JICA）に待望のプロパ
ー（職員）出身の副理事長・山田
順一氏が、理事昇格という形で誕
生した。
　とにかく、今回の人事はJICA
という組織にとって歴史的な快挙
である。同時に多くの職員にとっ
ても、切磋琢磨すべき将来への目
標が目前に現れたことになる。い
ずれにせよ今回の人事はJICAの
健全な発展にとって理想的な第一
歩だと言えよう。
　JICAナンバー２の副理事長ポ
ストは、2003年の独立行政法人
発足以来、基本的には一般公募
（今回は８人が立候補した）で決
められることになっている。しか
し、今までは外交的観点から、ま
たJICA所管官庁という関係から
暗黙の了解のように外務省の局長
級経験者が副理事長ポストを踏襲
し、それなりの役割を果たしてき

たと言える。前任者の越川和彦氏
は外務省国際協力局長時代から構
想していた政府開発援助（ODA）
による全国レベルの中小企業海外
展開支援に一つの道筋をつくるな
ど、大きな功績を残した。
　しかし、JICAの副理事長とい
うポストは、個人的な志や能力は
別にして、外務省にとって2003
年のJICAの独立行政法人化以来
の、一つの既得権益になっていた。
それが今回失われた。これをどう
評価すべきかを考えるにあたって、
そこに政治的要因といった特殊事
情があったとしても、筆者は歴史
的な必然性とも言える一つの大き
な出来事だと考えている。

３者３様の綱引き

　周知のように、日本経済は一時
に比べれば衰退に向かっており、
ODAも外交の手段としての役割
が後退し、どちらかと言うと、極
端な形で国益追求型のODAを強
く求める時代になりつつあること
を感じてならない。中でも、官邸
主導による国益追求型の経済協力

によるインフラ輸出戦略がJICA
の円借款協力に大きなインパクト
を与えている。こうした傾向はポ
スト・コロナ時代の経済再建時代
においてもますます強まるものと
考えられる。
　そうした背景から、今回の
JICAプロパー昇格人事には官邸
の政治力が働いているという見方
が有力である。つまり、プロパー
昇格人事は、端的に言って、イン
フラ輸出戦略において重要な役割
を果たす円借款協力に精通した現
場型のプロパー人材の登用ではな
いのか、という見方である。
　もしそうだとしたら、今回の
JICAプロパー昇格人事はそれな
りに的を射ていると言えそうだ。
副理事長に理事から昇格した山田
順一氏はもともと海外経済協力基
金（OECF）に入り、OECFと日
本輸出入銀行（当時）との統合と
いう厳しい経験を積み重ねながら、
ひたすら円借款協力の現場を歩い
てきた。それだけに、円借款協力
の実践、論理ともに精通している
人物である。これからの日本経済

にとって主力となる産業輸出産品
が少ない中で、各種の産業技術的
なノウハウを売り物にするインフ
ラ輸出は、国策として重視される
分野であり、その重要な手段とし
ての円借款協力への期待は高い。
　したがって、今回のプロパー副
理事長の誕生には、そうした日本
のインフラ輸出をリードする官邸
側の政策的な意図が投影されてい
るように見られている。他方、副
理事長の任命権を有するJICA理
事長としては、官邸とある程度の
歩調を合わせたとしても、JICA
本来の正常な組織のあり方に立っ
て、プロパーの副理事長昇格に踏
み切ったという見方もある。いず
れにせよ、プロパー副理事長の誕
生には官邸、外務省、JICAとい
う三角関係の中で、いろいろな駆
け引きがあったのではないかと推
察される。

次期理事長への思惑

　続いて、次期JICA理事長ポス
トの問題を考えてみたい。現理事
長の残任期間はほぼ１年だと言う。
2003年の独立行政法人化以来、
初代の緒方貞子理事長に続いて、
２代目の田中明彦氏、３代目の
現・北岡伸一氏と続いているが、
この人事の流れは緒方人事と言わ
れるもので、学者グループで占め
られている。こうした人事の流れ
は、人材不足から、おそらく次の
４代目に引き継がれる可能性は低
いとみられる。
　それでは、次はどうなるのか。
今から関心の集まる問題である。
しかし、まもなく安倍晋三政権の

次への移行が現実のものとなるこ
とから、今の官邸の神通力がどこ
まで発揮されるのか、不透明さが
漂っている。そもそもJICA理事
長の任命権者は外務省である。こ
れは憶測にすぎないが、次の理事
長人事の時は、外務省筋による理
事長人事が行われる可能性が考え
られる。歴史を振り返ってみると、
1974年の特殊法人国際協力事業
団の発足から2003年の独立行政
法人化まで５代にわたって外務省
人事であった。初代の法眼晋作氏、
有田圭輔氏、柳谷謙介氏まで外務
省次官というトップクラスの人事
であった。４代目から局長経験者
の藤田公郎氏、５代目は川上隆朗
氏であった。（もともと５代目は
外務次官経験者の斎藤邦彦氏であ
ったが、2000年ごろの外務省ス
キャンダルに巻き込まれて実現で
きなかった）
　その後、外務省は緒方理事長時
代から、副理事長ポストを４代に
わたって維持して来た。中には世
が世であれば、理事長に匹敵する
人物もいた。そこで、次の“ポス
ト北岡”では外務省筋による理事

長人選が行われるのではないかと
いう見方も考えられる。
　したがって、今回のJICA副理
事長人事の背景には、ひょっとし
たら理事長任命権を持つ外務省に
よる次期理事長への布石が含まれ
ているのではないかという憶測も
成り立つ、という見方もある。い
ずれにせよ、先のことはよくわか
らない。来年になると、政界の力
関係も大きく変化しそうな雲行き
であるから、上記のような仮説が
成り立たないとは言い切れない。
　以上、JICA副理事長がらみで
独断と偏見を述べてみたが、
JICA職員側に立つと、これから
“上に開けた時代”になりつつあ
ることを信じて、互いに強い共同
体意識を持って、上昇志向を高め
てもらいたい。すでに日本輸出入
銀行とOECFの合併によって発足
した国際協力銀行（JBIC）の前
田匡史・代表取締役総裁は、プロ
パー昇格人事である。これまでは、
財務省OB人事の牙城であったの
で、時代の大きな変化を感じてな
らない。JICAにも将来、そうい
う時代が到来するかもしれない。

JICAの歴史的快挙
職員出身の副理事長誕生
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特集特集

途上国で高まる食料不安
アグリテックに活路はあるか
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国際協力機構（JICA）によるアフリカ稲作振興のための共同体（CARD）案件を通して
収穫した稲穂を両手に満面の笑みを浮かべるマダガスカルの女性たち＝JICA提供

アグリテックに活路はあるか
新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、開発途上国を中心に食料不安が高まっている。多くの
国で人や物の移動が大きく制限され、先進国を含めた世界経済が疲弊する中、食料の安定供給
の確保とその要となる農業をいかに支援していくか。テクノロジーを活用して農業課題の解決を
目指すアグリテックにも着目しつつ、今後の支援の在り方を模索する。

「食料危機」の実態

1．総論
 食料システムの強靭化を
 国際食料政策研究所（IFPRI） 所長　ヨハン・スウィネン氏

3．日本の知見
 農林水産省／JA（農業協同組合）グループ／鳥取大学・宇都宮大学

2．深化する協力
 食料・農業資材の配布に尽力
 国連世界食糧計画（WFP）／国連食糧農業機関（FAO）　
 ＜Interview＞
 FAO駐日連絡事務所 所長　　ンブリ・チャールズ・ボリコ氏
 （一財）ササカワ・アフリカ財団（SAA） 理事長　　北中 真人氏
 国際協力機構（JICA）経済開発部長　　牧野 耕司氏

  Project Story
 （株）JIN 代表取締役　　大野 康雄氏

4．テクノロジーの可能性
 日本植物燃料（株） 代表取締役　合田 真氏
        アフリカ　トヨタ自動車（株）／楽天（株）／アイ・シー・ネット（株）
         アジア 　（株）オプティム



となっていたり収入が減少したり
している人への直接的な食料およ
び経済支援である。その際には、
抜け落ちがちな「栄養」という観
点にもフォーカスする必要性を強
調したい。つまりは米や麦などの
ベーシックな食糧の供給だけでな
く、人々の健康や免疫力向上のた
めに肉や野菜、乳製品などの必要
な栄養群を考慮した食料の配布計
画や支給方法を世界のドナーや国
際機関は意識をする必要がある。
　また、貧困地域の脆弱な食料シ
ステムを強靭化するための中長期
的なサポートも求められる。これ
にはさまざまなアプローチがある。
例えば、スマホなどの最新技術や
デジタル化の導入は今後、一つの
潮流となっていくだろう。このほ
か、小規模農家と多数の市場をマ
ッチングし販売ルートの拡大を図
ることや、食品加工などの知識や
技術の普及を通して生産以外のサ
プライチェーンの拡大も効果的だ。
また、従来のシステムでは活躍す
ることが困難とされていた女性、
青年、障害者や難民などの社会的
弱者の積極的参画を可能にするイ
ンクルーシブな食料システムを構
築することも重要だ。
　IFPRIは各国の食料システムの
強靭化をサポートするため、各地
の食料システムを取り巻く社会状
況や政策を分析しながら、現地に
て持続的に人々の生活と食料シス
テムの向上に資する事業をドナー
らと共に実施している。日本とも、
政府の支援を受け、民間企業や
NGO団体らと連携してアフリカ

3カ国で食料システムと栄養の改
善およびレジリエンスの向上を支
えるプロジェクトを始めた。
　１カ国目のガーナでは、（公
財）味の素ファンデーションと連
携し、難民キャンプで同国の伝統
的離乳食に不足するアミノ酸や微
量 栄 養 素 な ど を 補 填 す る
「KOKO Plus」という独自の栄
養パウダーを用いて、子供たちの
栄養改善を目指している。2カ国
目のコートジボワールでは、貧困
漁村の女性達に魚のスリミ加工の
技術指導をNPO「海の国・日
本」と連携して実施している。新
たな食品加工の普及を通して、雇
用創出や食料ロス削減、そして栄
養改善が期待されている。3カ国
目のナイジェリアでは、食料の流
通網が途絶えがちなテロ紛争影響

地域に食料保存を可能にする
（株）パナソニックのソーラー技
術を活用した太陽光発電冷蔵施設
を建設している。
　日本はこうした食料システムの
強靭化を支える多様な技術を持つ
だけではなく、栄養システムも整
った国だ。実際に、栄養不足・過
多のどちらの問題も抱えていない
数少ない国で、栄養士監修の給食
制度など他国が参考にするべき点
は多い。ぜひ日本には今後コロナ
禍からの復興期において、第６回
アフリカ開発会議（TICADIV）
で「食と栄養のアフリカ・イニシ
アチブ（IFNA）」を発表したよう
に、積極的に栄養改善や食料シス
テムの強靭化のためのリーダーシ
ップを発揮することを期待してい
る。

サプライチェーンの同時崩壊

　1975年に創設された国際食料
政策研究所（IFPRI）は米国ワシ
ントンに本部を構え、世界50カ
国以上の途上国で活動する国際的
研究機関である。国際農林水産研
究を行う国際農業研究協議グルー
プ（CGIAR）傘下の15の研究機
関の一つとして、持続可能な食料
システムの構築を通して食料危機
や飢餓の撲滅を目指している。
　今回の新型コロナ感染拡大に伴
い、アフリカや南アジアなどの地
域を中心に食料危機が発生してい
る。各国政府や国際社会の対応が
遅れた場合、実に1.4億もの人々
が飢餓に陥る可能性があることを
われわれは危惧している。
　今回の食料危機の特徴は、作物
収穫量が激減する「供給ショック
型」とは違い「システムショック
型」であるということだ。食料シ

ステムとは、農作物など食料の生
産から、輸送、加工、小売、卸売、
消費、廃棄に至るまでの全過程と
それらを取り巻く社会状況や、関
連アクターらの関係性を包括的に
示すもので、今回の食料危機は、
供給地と需要地をつなぐ「サプラ
イチェーン」がロックダウンなど
で崩れ、アフリカを中心とする
国々の食料システムがダメージを
受けたことで引き起こされた。
　途上国の食料システムはもとも
と小規模かつ脆弱で、小規模農家
の人口比も高く、加工など農業以
外の分野が発展途上である。また、
機械化やデジタル化が進んでいる
先進国とは異なり、サプライチェ
ーンのほとんどの過程が対面かつ
手作業であるため、移動が制限さ
れたとたん、都市部の食料危機が
発生したのだ。
　これまでも災害などで一時的に
サプライチェーンが途切れること

はあったが、各国の都市部を中心
に、同時多発的に人々が食料にア
クセスできなくなった前例はない。
　食料システムのダメージは、作
物を出荷できずに「供給過多」の
状態にある地方の農業従事者らの
収入減少も意味し、このままでは
農地を手放す農家も増えるだろう。
サプライチェーンが復旧しなけれ
ば、種、肥料、農薬などの農業資
材の入手も困難となり、今後の供
給量が減少する危険性もある。
　国際社会による食料システムへ
的確かつ早急な支援がなされなけ
れば、コロナ禍終息後の次期生産
期において、十分な収穫がない
「供給ショック型」の食料危機、
そしてセクター全体の弱体化が危
惧される。

栄養の観点にもフォーカスを

　重要な支援の一つは、緊急時対
応として食料へのアクセスが困難
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途上国で高まる食料不安～アグリテックに活路はあるか

C o l u m n

食料危機により再開される経済活動
　エチオピアでは４月８日に非常事態宣言が
発表されたが、多くのアフリカ諸国とは異なり、厳
格なロックダウンは実施されず、サプライチェーン
の崩壊には至っていない。その一方で、経済不
況による失業や収入減少により食料の購入が
困難になっている人々は増えている。特にエンゲ
ル係数が高い貧困層世帯では、食事の量、回
数、質の低下に直結している。
　「新型コロナの感染者は増えているが、道路
に露店を構え、経済活動を再開する人 も々増え
ている。彼らの１日分の食費を稼ぐためで仕方
がないことだ。」と、首都アディス・アババの市民
は語る。
　IFPRIのエチオピア研究所で勤務するカル・ヒ
ルボネン上席研究官は、新型コロナが先進国内
でも大きな被害をもたらしていることから、今後の
各国の政府開発援助（ODA）について、現時点
で支援規模が不透明で、開発計画などの策定
が困難になっていることを指摘している。同時
に、ODAや非政府アクターの支援が感染症対
策と保健衛生に集中してしまうことで、食料シス

テムに十分な援助が回らない可能性を危惧して
いる。
　また、同氏は、「現在重要なのは、迅速な食料
や現金の給付だ」とし、迅速な支援実施のため、
頻発する干ばつなどに対応するためエチオピア
政府が2005年に策定した「Produc t i ve 
Safety Net Program （PSNP）」や都市部貧
困世帯を対象に2015年に策定した「Urban 
Productive Safety Net Program （UPSNP）」
などの既存制度を活用した国際的な支援が効
果的だと強調している。

エチオピア
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開発途上国の食料システムが同時多発的に崩れ、都市部を中心に
食料危機が発生している。国際食料政策研究所（IFPRI）所長、ヨ
ハン・スウィネン氏に今回の食料危機の特徴、そして今後必要な支援
の方向性を聞いた。

国際食料政策研究所（International Food Policy Research Institute）
所長（Director General）

ヨハン・スウィネン氏

食料システムの強靭化を
期待される日本の技術と栄養への知見

米コーネル大学で農業経済学の博士号を取得したほか、独ゲッ
チンゲン大学およびスロバキア農業大学から名誉博士号を授
与。多数の国際機関で顧問を務め、欧州委員会の経済顧問、
世界銀行のチーフエコノミスト、ベルギーのルーベン・カトリック大
学の経済学教授、欧州政策研究所の上席主任研究官を歴
任。2020年1月より現職
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